
平成２９年度当初予算の概要

１.　予算編成方針

①  吉賀町まちづくり計画(総合計画)に基づく取り組み

②  吉賀町総合戦略に基づく取り組み

基本目標１　安心して働ける「しごと」をつくる

基本目標２　「結婚」「出産」「子育て」の希望をかなえる

基本目標３　新しい「ひとの流れ」をつくる

基本目標４　「協働と連携」により住みよいまちをつくる　

③  第３次吉賀町行財政改革プランの遵守

④  事業計画の調整と財源確保の徹底

⑤  国・県の補助事業の活用

⑥  地域力創造アドバイザーの活用

平成２９年度当初予算においては、平成２７年度に策定し、５ヵ年計画の３年目となる「ま
ち・ひと・しごと創生 吉賀町総合戦略」の実行施策を着実に実行できるよう予算の重点配分を
行います。

歳入面においては地方交付税の合併算定替の縮減の影響や、公共施設の更新等に係る地方債の
償還など中長期的な財政状況については決して楽観視できません。こうした状況下においても、
社会経済情勢の変化に対応し、自立的に発展していける快適で活力ある町づくりを目指していく
ことが求められ、同時に、将来を見据えた財政運営の健全化に取り組むことから、安易に財政調
整基金に頼らない予算編成を行うこととしました。

歳出予算を「効果的配分枠」「運営管理枠」「臨時政策枠」「地方創生・総合戦略推進枠」の
４つに区分し、特に「地方創生・総合戦略推進枠」は、まち・ひと・しごと創生法に基づく「ま
ち・ひと・しごと創生 吉賀町総合戦略」の基本理念「子どもを育み、子どもと共に発展するま
ちを目指して」を実現するため、予算を再構築することで効果の高い予算執行につなげることと
しました。



２.　一般会計歳出予算

（単位：千円／％）【第１表】目的別歳出
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平成２９年度一般会計当初予算の規模は、６，８２６，９５０千円で対前年度２９９，７９７
千円（対前年度比４．６％）の増加となりました。
　本年度の歳出予算の目的別分類は第１表、性質別分類は第２表のとおりです。

土木費

消防費

（１）目的別歳出の状況
平成２８年度と比較すると、総務費及び商工費等が増加し、消防費及び教育費等が減少してい

ます。主な要因は以下のとおりです。
総務費は、庁舎改修事業及び旧白谷小学校解体事業、並びに吉賀高校支援事業の一元化に伴う

教育費からの移管等により２億４０百万円（同２４．０％）増加しています。
商工費は、「彫刻の道」整備事業に伴うモニュメント公園を拡充及び整備工事等により２９百

万円(同２０．３％)増加しています。
消防費は、柿木防災センター（柿木分遣所）外壁改修工事の終了等により２４百万円(同▲８．

９％)減少しています。
教育費は、六日市中学校改修事業及びサクラマス交流センター整備事業の終了等により５７百

万円(同▲８．１％)減少しています。
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（単位：千円／％）
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（２）性質別歳出の状況
平成２８年度と比較すると、普通建設事業費、維持補修費等が増加し、扶助費、補助費等が減

少しています。主な要因は以下のとおりです。
普通建設事業費は、保健体育施設整備事業（六日市体育館トイレ、真田グラウンド照明設備、

スポーツ公園テニスコート照明設備）等により１億６８百万円（同１６．９％）増加していま
す。
　維持補修費は、公共施設等の老朽化の進行により７百万円（同１２．８％）増加しています。

貸付金は、社会福祉士等修学資金借入希望者の増加等により４百万円（同２２．５％）増加し
ています。

公債費は、平成２９年は７５百万円の繰上償還を計画しており、４９百万円（同６．８％）増
加しています。
　

【第２表】性質別歳出
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（単位：百万円／％）

（単位：千円）
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（４）特別会計等繰出金の状況
国民健康保険事業特別会計は、保険財政共同安定化事業交付金の減少等により４６百万円（同

５４．６％）の増加となりました。
興学資金基金特別会計は、平成２７年度の特別会計設置により４７百万円(同▲９９．８％)の

減少となりました。
　小水力発電事業特別会計は、売電収入の増加より、繰出金は皆減となりました。

対H25比

【第４表】特別会計等繰出金当初予算比較
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（３）公債費の状況
平成２９年度の公債費は７億７０百万円で歳出総額の１１．３％を占めており、依然として割

合が高くなっています。
また、町債発行額が増加している影響により、平成３０年度からは増加することが見込まれま

す。
５か年の推移は第３表のとおりで、長期債の元金の繰上償還を平成１７年度から平成２７年度

まで合計２０億８６百万円行ってきた効果により、平成２５年度対比で１億３０百万円(同▲１
４．４％)の減少となっています。
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【第３表】公債費当初予算比較



３.　一般会計歳入予算

（単位：千円／％）
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【第５表】

（１）款別歳入の状況
歳入全体の４６．２％(前年比１．８％)を占める地方交付税については、平成２８年度より特

例措置である合併算定替から一本算定に向けて段階的に縮減されるとともに、国勢調査による人
口の基礎数値の減少等により減少される見込みですが、平成２９年度より福祉事務所設置町村で
は、これまでの特別交付税による算定から普通交付税において算定されることなり５４百万円の
増加となっています。

国庫支出金については、小学校大規模改修事業の終了に伴い、学校施設環境改善交付金の減少
等により８７百万円(同▲１４．２％)の減少となっています。

町税は、軽自動車税の新税率及び重課税率の適用等により１９百万円（同３．８％）の増加と
なっています。

自主財源の割合は歳入全体の２０．７％(同▲０．４％）となりましたが、依然として大半を地
方交付税等の依存財源に頼らざるを得ない状況となっています。

また、町債については、過疎対策事業債及び合併特例債の発行により３億１７百万円 (同３
６．７％)の増加となっています。



（単位：百万円）

（単位：千円）
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【第６表】町債当初予算比較

（２）町債
平成２９年度の一般会計町債予算額は１１億８３百万円で、歳入総額の１７．３％を占めていま

す。５箇年の推移は第６表のとおりで、平成２５年度対比は７億７８百万円（１９２．１％）の
増加となっています。

Ｈ２８Ｈ２６ Ｈ２７

土地開発基金

（３）基金の状況
平成２９年度当初予算の主な積立ては、「まちづくり基金」に１億円、「ふるさと応援基金」

に２百万円となっています。
また、取崩しは、「財政調整基金」６６百万円、「ふるさと創生基金」１億円、「地域福祉基

金」１億２７百万円等を計画しています。基金の推移は第７表のとおりです。

【第７表】基金の状況
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4.　地方債現在高並びに当該年度末現在高見込

（単位：百万円）

5.　特別会計予算

（単位：千円、％）

（単位：千円）

32,907 30,157

48,098 15

24,036

127,469 30,172 24,036

46,464

72,062

（１）基金の状況

【第１０表】基金の状況

基金名 Ｈ２７末

10,530 17.1

Ｈ２８ Ｈ２９
増減 末見込額 積立 取崩

特
別
会
計

農業集落排水 70,277 61,532

地方債現在高 6,774 6,605 7,165 7,638 8,246

学校の耐震化及び大規模改修、既存施設の改修及び更新等に係る費用が影響して対前年比６億
８百万円（同７．９％）の増加となりました。今後も事業の見直しを行いながら発行額を平準化
する必要があります。５箇年の推移は第８表のとおりで、平成２５年度対比で１４億７２百万円
（同２１．７％）の増加となっています。

興学資金基金

【第８表】地方債現在高及び当該年度末現在高見込

地方公営企業法の適用により簡易水道事業特別会計が、平成２９年度よりに水道事業会計とな
り公営企業会計に移行しております。
　下水道事業は、改良工事費の減少により、7百万円（同▲３．２％）の減少となりました。

対H25増減 － ▲ 169 391

Ｈ２８見込 Ｈ２９見込区分

864 1,472

【第９表】特別会計

増減区分 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 対前年度比
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235,210 ▲ 7,738 ▲ 3.2

28,910
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国民健康保険

93,565 98,743

介護保険

後期高齢者医療保険

1,070,230

975,723 945,862

242,948

929,986

小水力発電基金 0 32,907

合計 137,734 ▲ 10,265

介護給付費準備基金 89,668 ▲ 43,204

国民健康保険基金 48,066 32



（単位：百万円）

（単位：百万円）

481 446農業集落排水 540

下水道 2,026 2,058 2,146

519 497

2,109 2,034

Ｈ２９Ｈ２８

下水道 169 162 157

区分 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

37

【第１２表】地方債現在高及び当該年度現在高見込

農業集落排水 47 41 44

Ｈ２６

37

153 149

Ｈ２９

【第１１表】特別会計公債費

Ｈ２７区分 Ｈ２５

（２）特別会計公債費の状況
下水道事業・農業集落排水事業特別会計の公債費は対前年比１百万円（前年比▲０．５％）の

減少となりました。
また、地方債現在高見込は、下水道七日市処理区整備事業費の減少により１１百万円(同▲４．

２％)の減少となりました。

Ｈ２８



６．社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

社会福祉総務費 54,411 1,076 6,100 149 2,384 44,702

高 齢 者 福 祉 費 112,399 622 22,118 4,539 85,120

障がい 者福祉費 26,011 10,969 1,000 2,364 591 11,087

障がい者自立支援費 212,456 62,707 30,600 6,032 113,117

児童福祉総務費 95,031 74,019 1,176 1,080 18,757

保 育 所 費 321,140 181,254 32,141 5,455 102,290

母 子 福 祉 費 24,597 8,908 794 14,895

生活保護総務費 3,654 1,760 96 1,798

生活保護扶助費 70,995 54,646 828 15,521

小 計 920,694 395,961 37,700 57,948 21,799 407,286

国民健康保険費 97,017 28,803 3,453 64,761

介 護 保 険 費 132,753 6,721 126,032

後 期 高 齢 者 医 療 費 179,931 29,333 7,624 142,974

小 計 409,701 58,136 0 0 17,799 333,766

保健衛生総務費 268,915 279 8,160 129,128 6,650 124,698

母 子 衛 生 費 35,767 3,719 2,100 100 1,511 28,337

予 防 費 36,006 594 3,363 1,623 30,426

小 計 340,688 4,592 10,260 132,591 9,783 183,462

1,671,083 458,689 47,960 190,539 49,381 924,514

　※地方消費税（引上げ分）額は、一般財源を按分して算出。

事　　業　　名 経　　費

保
健
衛
生

合 計

社
会
福
祉

社
会
保
険

財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

起　債 その他
国 　県
支出金

地方消費税
（引上げ分）

その他

総 額 ： １，６７１，０８３千円

社会保障施策に要する経費に充てられる引上げ分の地方消費税額
110,052千円（平成29年度交付見込額）ー60,671千円（平成25年度交付額）＝ 49,381千円

社会保障４経費 ＝ 年金、医療、介護、少子化対策に要する経費



７．主要事業の概要 （単位：千円）

款 1 項 1 目 1

002

【事業概要】

【主な経費】

新規 非常勤職員報酬　1,753

継続 議会だより(年４回発行)　910

　

款 2 項 1 目 1

003

【主な財源】

継続 自治研修所委託費助成　644

継続 町村会職員研修促進補助金　1,100

継続 市町村振興協会職員研修受講補助金　80

【事業概要】

【主な経費】

継続 職場外研修（行政文書管理アカデミー等）旅費　2,335

継続 自治研修所等委託料　1,444

一般管理費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

4,736
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

議会費

ー 59,672

議会費 議会費

財　　源　　内　　訳

地方債 その他 一般財源

総務費 総務管理費

59,672

・議会運営や議員活動に要する経常的な経費を計上しています。

(5,563) 1,824 2,912

担当

国庫
（補助率）

県
（補助率）

・吉賀町職員研修計画（単独研修分）に基づき、５つの分野（対人能力、業務遂行能力、人材育
成、人権、特別）で実施します。
・平成２８年度から５年計画で、行政文書管理改善機構が実施する「行政文書アカデミー」を受講
し、文書管理の自主管理体制を整えます。

議会費

議会事務局

事　業　名
事業費
(前年度)

01 議会費

職員研修費

01 職員研修費



款 2 項 1 目 1

027

【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ソフト）　26,000

【事業概要】

【主な経費】

拡大 支援対策室嘱託職員・支援コーディネーター報酬　6,358

継続 通学費補助　5,673

継続 通学バス委託料　5,000

款 2 項 1 目 1

050

【事業概要】

【主な経費】

新規 例規集内容精査業務委託料　3,024                

新規 職員健康プログラム委託料　497

吉賀高校支援
対策事業費

(19,254) 26,000 809

財　　源　　内　　訳

吉賀高校支援
対策事業費

26,809
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01

総務管理費 一般管理費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

01 その他経費 (57,484) 62,515

総務費

・町内唯一の高等学校である吉賀高校に対し、特色ある学校づくりを進めて教育・スポーツの向上
と将来地域を担う人材を育ててもらうことを目指し、様々な支援を実施しています。
・中・高一貫教育の充実を図り、町内中学校からの進学の促進と、生徒数確保のため、生徒の全国
公募を行い県外からの入学生の増加を図ります。
・過疎地域が抱える都市部との教育格差を解消するため公営塾を開設し、子どもたちの学習を支援
します。生徒にとって最適な進路実現を目標とし、基礎学力に加えて社会人基礎力の醸成を図りま
す。

・町例規集について、法制執務上のルール、法令の規定や他の例規の規定との整合性、用字用語の
統一主語述語が成り立っているか、誤字脱字がないか等を精査します。
・職員向けの｢健康増進プログラム｣を開始し、健康診断結果情報を通じて、職場で健康増進活動に
積極的に取り組みます。

総務費 総務管理費 一般管理費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

その他経費 62,515
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【主な財源】

継続 フォトしまね配布事務費　168

継続 広報売払料　50

継続 グラントワ広報掲載料　151

【事業概要】

【主な経費】

継続 広報よしか、町民カレンダー印刷製本費　3,732

継続 広報誌郵送料　1,439

継続 封入作業委託料　432

款 2 項 1 目 3

003

【主な財源】

新規 ふるさと創生基金繰入金　5,982

【事業概要】

【主な経費】

継続 財務書類作成に係る支援・助言　3,208

新規 連結財務書類作成に係る指導・助言　1,944

新規 地方公会計向け前提ミドルウェアサポート保守委託　195

総務費 総務管理費 財政管理費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

財政管理費 5,982
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

201 5,505
定額

・広報誌や町民カレンダー発行に要する経常的な経費を計上しています。

01 財政管理費 (13,393) 5,982

総務費 総務管理費 文書広報費 担当 企画課

事　業　名

・現金主義会計では見えにくいコストやストックを把握することで中長期的な財政運営への活用の
充実が期待できるため、統一的な基準による財務書類整備を推進します。
・標準的なソフトウェアを活用し、平成２８年度決算に基づいた固定資産台帳、財務書類を作成し
ます。

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

広報発行費 5,874
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 広報発行費 (5,874)
168



款 2 項 1 目 5
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【主な財源】

新規 合併特例債　234,900

【事業概要】

【主な経費】

新規 庁舎改修工事監理業務委託料　6,742

新規 庁舎改修工事費　240,575

款 2 項 1 目 5

005

【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ハード）　22,000

【事業概要】

【主な経費】

新規 旧白谷小学校解体設計業務委託料　1,500

新規 白谷小学校解体・撤去工事　23,000

新規 みろく公園横の町有地の法面改修工事　3,435

総務費 総務管理費 財産管理費

庁舎維持管理費 275,511
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 庁舎維持管理費 (24,839) 234,900 40,611

総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

担当

・老朽化した本庁舎及び柿木庁舎の空調・水道・電気設備を省エネルギー化対策のため更新しま
す。

総務費 総務管理費 財産管理費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

その他財産管理費 31,654
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 その他財産管理費 (7,751) 22,000 9,654

・旧長瀬交流センター、相生駐車場トイレ等の普通財産に関する経費を計上しています。
・旧白谷小学校の設計業務、解体・撤去工事を計上しています。
・みろく公園の法面の改修工事を行います。
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【主な財源】

継続 過疎対策事業債（ソフト）　80,300

継続 ふるさと応援寄附金　1,908

新規 小水力発電事業特別会計繰入金　14,000

【事業概要】

【主な経費】

拡大 まちづくり基金積立金　94,300

継続 ふるさと応援基金積立金　1,908

款 2 項 1 目 5

008

【主な財源】

拡大 町営住宅使用料　21

【事業概要】

【主な経費】

新規 施設修繕料　202

新規 損害保険料　21

新規 消防設備保守点検委託料　21

・新宮住宅（世帯用４戸、単身用４戸）の管理に要する経常的な経費を計上しています。

担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

01 新宮住宅施設管理費 ー 223 21

総務費 総務管理費 財産管理費

新宮住宅施設管理費 244

(104,465) 80,300 25,322

・小水力発電事業特別会計繰入金を将来の子育て支援事業の財源として基金に積み立てます。
・子育て支援事業（保育料等無償化）に対する基金積立を行います。

総務費 総務管理費 財産管理費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

基金積立金 105,622
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 基金積立金
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【事業概要】

【主な経費】

継続 ソフトウェア保守等委託料　35,767

継続 ソフトウェア等使用料　21,826

継続 外部システム利用負担金等　2,868

新規 しまねセキュリティクラウド利用負担金　2,791
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【事業概要】

【主な経費】

継続 講師謝礼　200

継続 広報誌印刷代　100

01 基幹システム費 (11,209) 66,927

・平成２９年７月から地方公共団体などで情報連携が始まり、社会保障や税、災害対策の手続で住
民票の写しなどの添付が不要になります。

財　　源　　内　　訳

総務費 総務管理費 電算管理費 担当 総務課

基幹システム費 66,927 地方債 その他 一般財源
国庫

（補助率）
県

（補助率）

事　業　名
事業費
(前年度)

(842) 636

・住民自治の強化や行政と住民との協働の推進を図る柿木村地域振興協議会等に要する経費を計上
しています。

地方債 その他 一般財源

01 地域自治区費

総務費 総務管理費 自治振興費 担当 柿木地域振興室

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地域自治区費 636
国庫

（補助率）
県

（補助率）
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【事業概要】

【主な経費】

継続 自治委員報酬　8,906

継続 自治会活動保険補助金　901

継続 自治振興奨励金　8,037

継続 自治振興交付金　10,000

款 2 項 1 目 10

021

【主な財源】

継続 過疎対策事業債（ハード）　52,400

【事業概要】

【主な経費】

継続 新築詳細設計業務委託料　3,554

継続 新築工事費　43,848

継続 解体工事費　4,995

01
地区集会所
建設事業費

(58,479) 52,400 96

・立河内集会所の解体撤去及び新築工事を行います。

01 地区組織活動費 (28,197) 28,303

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地区集会所
建設事業費

52,496
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

総務管理費 自治振興費 担当

・地域のさまざまな行事、農作業、草刈り、雪かきなど地区住民がお互いに助け合いながら、暮ら
していくために組織されている自治会に要する経費を計上しています。
・地域の身近な課題を住民自らが解決し、地域の特性に応じた魅力ある地域協働のまちづくりを推
進するために交付金です。

総務費 企画課

総務費 総務管理費 自治振興費 担当 企画課

事　業　名

地区組織活動費 28,303
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源
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【主な財源】

新規 ふるさと応援基金繰入金　300

【事業概要】

【主な経費】

新規 バスパスポート　600
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【事業概要】

【主な経費】

継続 地方創生推進委員報酬　474

継続 総合戦略策定支援業務委託料　540

・町内にお住まいの65歳以上の方で、全ての運転免許を自主的に返納された方に、『町営バス運
賃等割引カード』を発行します。

一般財源

01
地方創生総合戦略
推進事業費

(1,161) 1,161

総務費 総務管理費 企画総務費 担当 企画課

県
（補助率）

地方債 その他

・毎年のP（施策の検討）、D（施策の実行）、C（成果の評価）、A（必要に応じて改訂）サイク
ルに基づき、目標値を設定します。

交通安全対策費 1,550
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 交通安全対策費 (831) 300 1,250

財　　源　　内　　訳

地方創生総合戦略
推進事業費

1,161
国庫

（補助率）

事　業　名
事業費
(前年度)

総務費 総務管理費 諸費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳



款 2 項 1 目 14

005

【事業概要】

【主な経費】

継続 地域力創造アドバイザー業務委託料　4,731
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【主な財源】

継続 ふるさと応援寄附金　1,242

【事業概要】

【主な経費】

新規 カタログ印刷製本費　998

新規 ポータルサイト・クレジット決済等利用料　132

4,731

一般財源
国庫

（補助率）
県

（補助率）

総務費 総務管理費 企画総務費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

1,242 1,455

・町の知名度とブランド力の向上を図り、流通・販路拡大のためふるさと納税制度を活用します。
・ふるさと納税ポータルサイト及びクレジット納付を導入し、寄附者の利便性の向上を図ります。

地域力創造アドバイ
ザー活用事業費

4,731
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
地域力創造アドバイ
ザー活用事業費

(4,803)

総務費 総務管理費 まちづくり対策費

えぇもん知ってもらおう
プロジェクト事業費

2,697

01
えぇもん知ってもらおう
プロジェクト事業費

(3,873)

担当

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地方債 その他

・地域独自の魅力や価値の向上を支援する外部専門化を招へいし、指導・助言を受けます。

総務課
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【主な財源】

継続 電源立地地域対策交付金　4,400

【事業概要】

【主な経費】

継続 学校教材等備品購入費　4,863

継続 学校施設等備品購入費　1,766

款 2 項 1 目 16
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【事業概要】

【主な経費】

継続 社会福祉士等修学資金貸付金　13,380

13,380

・社会福祉士、介護福祉士及び看護師等を養成する学校等に進学を希望する方に貸与することによ
り、町内の社会福祉士等の充実を図るとともに若者定住の促進を図ります。

01 定住対策費 (12,120)

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

定住対策費 13,380
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

総務費 総務管理費 定住対策費 担当 総務課

総務費 総務管理費 まちづくり対策費 担当 教育委員会

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

電源立地地域対策
事業費

6,639
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
電源立地地域対策

事業費
(6,360)

4,400
2,239

定額

・電源立地地域対策交付金は、発電用施設の立地地域・周辺地域で行われる公共用施設整備や、住
民福祉の向上につながる事業に対して交付されます。今年度は、小学校及び中学校の教育備品購入
に活用します。
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【主な財源】

継続 ふるさと創生基金繰入金　11,500

継続 空き家活用型若者移住促進住宅利用収入　240

【事業概要】

【主な経費】

継続 空き家活用集落担い手確保事業補助金　11,500

新規 空き家家財等処分推進事業補助金　900

款 2 項 1 目 16
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【主な財源】

継続 過疎対策事業債（ハード）　1,800

【事業概要】

【主な経費】

継続 高速インフラ整備工事　1,834

拡大 企業立地促進助成金　6,402

継続 企業誘致視察補助金　350

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

企業誘致対策事業費 9,939

8,139

総務費 総務管理費 定住対策費

・誘致企業の高速インフラ（フレッツ光伝送）整備工事を行います。
・創業した企業の事業活動を支援し、産業の振興及び新たな雇用機会の拡大を図ります。
・町への企業誘致を促進するため、町外事業者が町の進出検討地を視察した場合に、その旅費の一
部を補助します。

(15,153)

担当 企画課

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

01 企業誘致対策事業費

総務管理費 定住対策費 担当 企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

空家再生事業費 12,907
国庫

（補助率）
県

（補助率）

1,800

地方債 その他 一般財源

01 空家再生事業費 ー 11,757 1,150

・空き家の改修・家財道具の搬出に要する経費等を助成します。

総務費
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【事業概要】

【主な経費】

継続 地域おこし協力隊報酬　12,388

継続 募集業務委託料　1,296

継続 配置先コーディネート委託料　7,031

款 2 項 1 目 20
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【主な財源】

継続 生活バス路線確保対策事業　6,551

【事業概要】

【主な経費】

継続 生活バス路線確保対策事業負担金　2,229

継続 生活バス路線確保対策事業補助金　33,373

・地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ活動、農業への従事等の地域協力活動を行いなが
ら、その地域への定住・定着を推進するため、地域おこし協力隊を配置します。

総務費 総務管理費 定住対策費 担当 産業課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地域おこし協力隊
事業費

24,857
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
地域おこし協力隊

事業費
(21,462) 24,857

総務費 総務管理費 生活安全対策費

地域公共交通対策費 38,352

01 地域公共交通対策費 ー 31,801
1/4

・JRバス路線の廃止の代替等の生活バス路線を確保することを目的として、一般貨切旅客自動車
運送事業者が実施する生活バス運行事業に要する経費を補助します。

企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

担当

国庫
（補助率）

県
（補助率）

6,551

一般財源地方債 その他
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【事業概要】

【主な経費】

継続 納税通知書等印刷製本費　549

新規 固定資産税電算システム開発委託料　3,386

継続 過誤納還付金　2,400

款 2 項 4 目 8
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【事業概要】

【主な経費】

新規 選挙管理委員会委員及び投票管理者立会人等報酬　1,983

新規 時間外勤務手当　4,870

新規 選挙事務費　10,914

・平成２９年１０月任期満了に伴う町長及び町議会議員選挙の経費を計上しています。

総務費 選挙費
町長町議会議員
選挙費

担当

一般財源

01 税務総務費 (10,594) 12,281

・税務事務にかかる経費を計上しています。

01 選挙事務費

総務費 徴税費 税務総務費 担当 税務住民課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

税務総務費 12,281
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

総務課

ー 17,767

選挙事務費 17,767
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源
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【主な財源】

継続 （国庫補助）国民健康保険基盤安定事業　6,309

継続 （県補助）国民健康保険基盤安定事業　21,958

継続 国民健康保険財政健全化対策　509

【事業概要】

【主な経費】

継続 国民健康保険事業特別会計繰出金　125,943

款 3 項 1 目 1
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【主な財源】

継続 地域福祉増進事業補助金　776

【事業概要】

【主な経費】

継続 小地域ネットワーク事業委託料 1,553

・介護保険・地域支援事業の介護予防事業である地区サロン事業と一体になって、地域の高齢者の
見守り・声かけ活動ネットワークの構築を図ります。

・保険基盤安定制度、出産一時金、職員給与費等の法定繰出金及び乳幼児医療波及分等の法定外繰
出金を計上しています。なお、平成30年度より財政基盤強化のため島根県へ移管されます。

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 担当 保健福祉課

社会福祉費 社会福祉総務費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国民健康保険事業
特別会計繰出金

140,006
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
国民健康保険事業
特別会計繰出金

(130,942)
6,309 22,494

111,203
定率 定率

その他 一般財源

01
小地域ネットワーク

事業費
(1,652)

776

財　　源　　内　　訳事　業　名
事業費
(前年度)

小地域ネットワーク
事業費

1,553
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債

民生費

777
1/2
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【主な財源】

継続 医療介護総合確保促進基金市町村支援事業費補助金 300

継続 過疎対策事業債（ソフト）　6,100

【事業概要】

【主な経費】

継続 社会福祉協議会運営費補助金　30,315

継続 地域福祉事業補助金　1,210

継続 シルバー人材センター事業補助金　7,256

款 3 項 1 目 1

072

【事業概要】

【主な経費】

新規 男女共同参画計画策定委員報酬　304

新規 男女共同参画計画策定委員会費用弁償　48

県
（補助率）

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 担当 税務住民課

社会福祉総務費 352
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

その他経費 39,457
国庫

（補助率）

その他 一般財源

01 社会福祉総務費 ー 352

・男女共同参画社会確立に向けて、基本的かつ総合的な施策の推進を図ることを目的とした男女共
同参画計画を策定するため、男女共同参画計画定委員会を設置します。

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 担当

地方債 その他 一般財源

01 その他経費 (45,492)
300

6,100 33,057
3/4

・地域福祉事業等の充実のため吉賀町社会福祉協議会の運営費等の補助を行います。
・高齢者自身の生きがいや生活課題の解決に向け、シルバー人材センターへの運営補助を行いま
す。
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【主な財源】

継続 高齢者等軽度生活援助事業利用料　309

【事業概要】

【主な経費】

継続 軽度生活援助事業委託料（社会福祉協議会）　1,304

継続 軽度生活援助事業委託料（よしかの里）　173

款 3 項 1 目 2
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【事業概要】

【主な経費】

継続 介護保険事業特別会計繰出金　182,762

国庫
（補助率）

一般財源

事業費
(前年度)

県
（補助率）

財　　源　　内　　訳

事　業　名
事業費
(前年度)

・利用者と作業協力員の連絡調整、利用料管理等を行うコーディネーターを社会福祉協議会に設置
します。
・ＮＰＯ法人よしかの里に松ヶ丘病院通院バスの引率を委託します。

民生費 社会福祉費 高齢者福祉費 担当

担当 保健福祉課

事　業　名

財　　源　　内　　訳

地方債 その他

介護保険事業
特別会計繰出金

182,762
国庫

（補助率）
県

（補助率）
一般財源

01
介護保険事業
特別会計繰出金

(186,580)

民生費 社会福祉費 高齢者福祉費

高齢者等軽度
生活援助事業費

1,477

01
高齢者等軽度
生活援助事業費

(1,203) 309 1,168

保健福祉課

182,762

・介護保険事業の健全な運営を図るための介護保険事業特別会計に対する繰出金を計上していま
す。介護給付費に対する法定負担分と保険料で賄うことができない事務費への繰り出しを行いま
す。

地方債 その他
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【主な財源】

継続 後期高齢者医療保険基盤安定事業　29,333

【事業概要】

【主な経費】

継続 後期高齢者医療等事業特別会計繰出金　185,808

款 3 項 1 目 4
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【主な財源】

継続 福祉医療費県補助金　6,787

新規 福祉医療費助成事業一般事務費　56

継続 福祉医療高額療養費分受入金　2,634

【事業概要】

【主な経費】

継続 福祉医療費助成　16,000

民生費 社会福祉費 高齢者福祉費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

後期高齢者医療等
事業特別会計繰出金

185,808
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
後期高齢者医療等
事業特別会計繰出金

(187,616)
29,333

156,475
3/4

・重い障がいのある方や、ひとり親家庭の方に対して、医療費の自己負担額を軽減する制度です。
医療機関で支払う医療費（保険適用）の１割（自己負担金）を超えた額を助成します。

・後期高齢者医療制度に係る事務費、広域連合に納入する共通経費、被保険者分の医療給付費の町
負担分、低所得者の保険料の軽減分を繰出金をとして支出します。

民生費 社会福祉費 障がい者福祉費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

福祉医療助成事業費 16,323
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 福祉医療助成事業費 (16,216)
6,843

2,634 6,846
1/2



款 3 項 1 目 4

050

【主な財源】

継続 過疎対策事業債（ソフト）　1,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 手をつなぐ育成会補助金　78

継続 腎臓機能障がい者通院費助成　1,849

継続 障がい児デイサービス通所者交通費助成　1,260

款 3 項 1 目 6
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【主な財源】

継続 （国庫補助）障がい者自立支援医療費　1,885

継続 （県補助）障がい者自立支援医療費　942

【事業概要】

【主な経費】

継続 更生医療費助成　2,916

継続 育成医療費助成　45

継続 療養介護医療費助成　810

1,885 942

地方債 その他
国庫

（補助率）

担当

一般財源

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

県
（補助率）

民生費 社会福祉費 障がい者福祉費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

その他経費 3,295
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 その他経費 (3,274) 1,000 2,272

・障がい者の自立と社会参加を支援し、安心して豊かに暮らせる地域づくりを目指す手をつなぐ育
成会への補助金です。
・人工透析治療を受ける方に対して、通院費の助成を行います。
・町外の障がい児（者）デイサービス施設に通所する方又はその保護者に対し、交通費の助成を行
います。

民生費 社会福祉費
障がい者自立
支援費

保健福祉課

自立支援医療
助成事業費

3,834

01
自立支援医療
助成事業費

(3,152) 1,007
1/2 1/4

・精神通院医療（通院による精神医療を継続的に要する方等）、 更生医療（身体障害者手帳の交
付を受けた方等）、育成医療（身体に障害を有する児童（18歳未満））等、心身の障害を除去・
軽減するための医療について、医療費の自己負担額を軽減する公費負担医療制度です。
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【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ハード）　29,200

【事業概要】

【主な経費】

新規 地域活動支援センター建設設計（実施・基本）　29,272
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【主な財源】

継続 地域子ども・子育て支援交付金　11,159

継続 地域子ども・子育て支援事業補助金　11,159

継続 まちづくり基金繰入金　4,200

【事業概要】

【主な経費】

継続 放課後児童クラブ嘱託職員報酬　17,292

拡大 事業委託料　11,442

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

・在宅の心の病・身体の障害・知的な障がいなどを持つ方を対象に、就労支援・技能習得支援・生
活支援・社会参加支援・憩いの場づくり支援などを行なう施設である障がい者地域活動支援セン
ターの設計業務委託に要する経費を計上しています。

民生費 社会福祉費
障がい者自立
支援費

担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

その他経費 29,295
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

その他経費 (0)

財　　源　　内　　訳

放課後児童対策
事業費

37,071
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
放課後児童対策
事業費

(31,740)
11,159

・保護者が就労等の理由で家庭保育が困難である世帯の小学生に対し、放課後・学校休校日の居場
所づくりを町内７箇所で行い、遊びなどを通じて児童の健全育成活動を行う事業に要する経費を計
上しています。

11,159
4,200 10,553

29,200

1/3 1/3

01 95
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【主な財源】

新規 地域子ども・子育て支援交付金　1,676

新規 地域子ども・子育て支援事業補助金　1,535

【事業概要】

【主な経費】

新規 子育て支援コーディネーター等報酬　4,037

新規 旅費　202

新規 事務用備品購入費　520
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【主な財源】

新規 地域子ども・子育て支援交付金　1,241

新規 地域子ども・子育て支援事業補助金　1,241

【事業概要】

【主な経費】

継続 子育てサロン嘱託員報酬　1,996

継続 講師等報償費　515

地方債 その他 一般財源

01
子育て世代包括支援
センター事業費

—
1,676 1,535

1,818
1/2 1/2

児童福祉総務費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

子育て世代包括支援
センター事業費

5,029

1,241

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

県
（補助率）

担当 保健福祉課

01
地域子育て支援拠点

事業費
(5,229)

・主に乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集い交流できる『子育て交流サロン』の設置を中心に
各種事業に取り組むことにより、子育て中の親の子育てへの負担感の緩和を図り、安心して子育
て・子育ちが出来る環境を整備し、地域の子育て支援機能の充実を図ります。

その他 一般財源

1,241

地方債

国庫
（補助率）

県
（補助率）

3,247
1/3 1/3

民生費 児童福祉費

・母子保健に関する相談にも対応するため、妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対
して総合的相談支援を提供するワンストップ拠点（子育て世代包括支援センター）整備に要する経
費を計上しています。

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

地域子育て支援拠点
事業費

5,729
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【主な財源】

継続 しまね結婚・子育て交付金　515

【事業概要】

【主な経費】

継続 認定企業報奨金　1,000

継続 新聞折込広告料　20
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【主な財源】

継続 （国庫補助）保育給付　7,868

継続 （県補助）保育給付　3,934

【事業概要】

【主な経費】

継続 保育運営業務委託料　17,847

継続 給食調理業務委託料　2,590

継続 給食配送業務委託料　1,653

・子ども子育て支援法施行に伴い、近隣の保育所等と連携しながら、小規模保育等の拠点によって
地域の子育て支援機能を維持・確保することを目指します。町内では、朝倉保育所・木部谷保育所
の２箇所が該当施設になります。

担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地域型保育給付事業 31,573
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 地域型保育給付事業 (28,589)
7,868 3,934

241 19,530
1/2 1/4

民生費 児童福祉費 保育所費

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

担当 保健福祉課

・子育てしやすい労働環境整備を促進するため、子育て応援企業認定事業を創設し、応援企業の認
定を受けた企業に対し報奨金を支給することで、企業の仕事と家庭の両立支援となり離職率低下に
つながることが期待されます。

01
子育て応援企業
認定事業費

(1,030) 515
1/2

515

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

子育て応援企業
認定事業費

1,030



款 4 項 1 目 1

008

【主な財源】

継続 地域福祉基金繰入金　100,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 地域医療確保緊急対策事業補助金　237,334

継続 医療従事者等確保対策補助金　17,640

継続 医学生奨学貸付金　1,700
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【事業概要】

【主な経費】

新規 水道事業特別会計繰出金　140,000

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地域医療対策費 256,674
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 地域医療対策費 (256,674) 100,000 156,674

保健衛生費 保健衛生総務費 担当 建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

水道事業特別会計
繰出金

140,000
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01

・社会医療法人石州会六日市病院支援計画（第３次）に基づき、平成２７～２９年度の３年間支援
を行います。
・医療従事者等の確保が困難な状況にあることから、補助金を支給することにより、医療従事者等
の確保を図ります。

衛生費

水道事業特別会計
繰出金

ー 140,000

・地方公営企業法に定める経営に関する独立採算の基本原則を堅持しながら、地方公営企業の経営
の健全化を促進し、その経営基盤を強化するため、一般会計との経費の負担原則による国の一般会
計繰出基準等に基づく繰出金を計上しています。。
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【主な財源】

継続 乳幼児医療費　3,269

継続 乳幼児医療高額療養費分受入金　100

【事業概要】

【主な経費】

継続 審査手数料　705

継続 子ども等医療費助成　22,086
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【主な財源】

継続 過疎対策事業債（ソフト）　2,600

新規 まちづくり基金繰入金　6,045

【事業概要】

【主な経費】

継続 検診委託料　4,279

継続 妊産婦通院補助金　3,200

継続 妊婦健診助成　1,070

・子ども等の健全な育成と安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進の一環とし
て、保護者の経済的負担の軽減、子ども等の疾病の早期発見と治療の促進を図ることを目的とし
て、子ども等の医療費を助成します。平成２６年度から助成対象を高校生まで拡大しています。

衛生費 保健衛生費 母子衛生費 担当 保健福祉課

衛生費 保健衛生費 母子衛生費 担当 保健福祉課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

子ども等医療費
助成事業費

22,816
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
子ども等医療費
助成事業費

(23,079)
3,269

100 19,447
1/2

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

妊婦健診事業費 8,645
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 妊婦健診事業費 (7,945) 2,600 6,045

・通院のために利用する公共交通機関運賃を行い、妊産婦の負担の軽減と、母子共に安全安心な分
娩を確保します。
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【主な財源】

継続 検診負担金　2,383

【事業概要】

【主な経費】

継続 子宮がん検診委託料　2,664

継続 乳がん検診委託料　2,231

継続 大腸がん検診委託料　1,712

継続 肺がん検診委託料　2,528
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【主な財源】

継続 火葬使用料　2,100

継続 葬儀使用料　1,239

継続 通夜使用料　621

【事業概要】

【主な経費】

継続 斎場嘱託職員報酬　6,017

継続 施設修繕料　1,200

新規 斎場進入路側溝、駐車場拡幅整備工事　4,531

県
（補助率）

地方債 その他

事業費
(前年度)

事　業　名 財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

・斎場管理に要する経費を計上しています。

一般財源

衛生費 保健衛生費 環境衛生費 担当 税務住民課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

環境衛生施設費 16,921
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 環境衛生施設費 (9,882) 3,960 12,961

衛生費 保健衛生費 予防費 担当 保健福祉課

がん検診推進事業費 12,336

01 がん検診推進事業費 (12,631) 2,383 9,953

・がん検診の受信率を向上（目標50％）させ、早期発見することが重要であるため、一定年齢の
方を対象に無料クーポン券、検診手帳を配布します。
・増加傾向にある肺がんの早期発見のため、ＣＴによる検診検査委託を行います。
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【主な財源】

継続 過疎対策事業債（ソフト）　10,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 浄化槽維持管理費補助金　13,746
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【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　3,000

【事業概要】

【主な経費】

新規 講演会講師謝礼　100

継続 雇用促進及び資格取得支援助成金　3,000

雇用対策事業費 (3,053) 3,000 232

労働費 労働諸費 雇用対策費 担当 企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

雇用対策事業費 3,232
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01

・人材確保定着推進協議会主催による講演会に要する経費を計上しています。
・新規雇用により若年層の定住を促進を図るとともに、従業員に資格又は免許を取得させる町内事
業所を支援します。

清掃費

01
浄化槽維持管理
助成事業費

(13,384) 10,000

衛生費

3,746

その他 一般財源

し尿処理費 担当 建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

浄化槽維持管理
助成事業費

13,746
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債

・生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、環境の保全を図るため、下水道及び農業集落排
水施設整備区域外にお住いの方で、浄化槽を設置し、適正に維持するための費用を助成します。
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【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ソフト）　1,500

【事業概要】

【主な経費】

継続 農地流動化補助金　3,075

継続 自給率向上事業補助金　2,000

継続 農林水産物販売促進活動補助金　600
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【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　1,578

【事業概要】

【主な経費】

継続 有機ＪＡＳサポート事業補助金　100

継続 みんなでつなげる有機の郷事業補助金　500

農林水産業 農業費 農業振興費 担当 産業課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

有機農業振興費 1,578
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 有機農業振興費 (2,801) 1,578

担当 産業課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

農業振興総務費 8,906
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 農業振興総務費 ー 1,500 7,406

・有機農業の振興のため、普及啓発に向けた有機農業塾や講演会の実施のほか、流通体制の強化に
向けた取り組みを行います。

・農業の健全な発展、総合的な農業分野の振興を図るために要する経費を計上しています。

農林水産業 農業費 農業振興費
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【主な財源】

継続 中山間地域等直接支払交付金　22,328

【事業概要】

【主な経費】

継続 中山間地域等直接支払交付金　29,079
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【主な財源】

継続 しまね型仕事創生事業補助金　5,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 コンサルティング事業委託料　5,184

新規 茶業振興補助金　2,800

・有機農業の推進、地域ブランドの確立、担い手を確保するため、町内唯一のお茶栽培団地である
白谷茶園の存続に向けた支援を行います。

ブランド化推進事業費 8,726
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

03
有機茶ブランド化

事業費
(5,384)

5,000
3,726

1/2

01
中山間地域等直接
支払交付金事業費

(29,666) 7,427
3/4

・農業の生産条件が不利な地域における農業生産活動を継続するため、国や地方自治体が支援を行
い、中産間地域の農業生産の維持を通じて多面的機能の確保、地域の活性化を図ります。

農林水産業 農業費 農業振興費 担当 産業課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

農林水産業 農業費 農業振興費

日本型直接支払交付
金事業費

29,755

22,328

一般財源地方債 その他

担当 産業課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

県
（補助率）
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【主な財源】

継続 ふれあい会館使用料　96

【事業概要】

【主な経費】

継続 施設修繕料　3,135

継続 施設管理委託料　389

継続 清掃委託料　1,174

継続 施設備品購入費　100
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【主な財源】

継続 過疎対策債（ハード）　25,700

継続 農地環境整備事業分担金　12,000

継続 町有財産移転補償費　19,362

【事業概要】

【主な経費】

継続 立河内地区農地環境整備事業負担金　24,000

新規 水道管等移転補償費　33,063

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

01 ふれあい会館管理費

国庫
（補助率）

事　業　名

(5,382) 96

・長期的に営農が見込めない耕作放棄地を含む区域の保全管理及び優良農地の生産性の向上を図
り、生産性の高い農業経営を目指し、土地改良事業計画に基づき立河内地区圃場整備事業を実施し
ます。

財　　源　　内　　訳

ふれあい会館管理費 6,476

事業費
(前年度)

農業費 農業振興施設費 担当 柿木地域振興室

6,380

・地域資源を活用するための研修、都市消費者との交流等を促進していくための施設であるふれあ
い会館に要する経費を計上しています。

財　　源　　内　　訳

農地環境整備事業費 57,063
国庫

（補助率）
県

（補助率）

農林水産業費

31,362 1

農林水産費 農業費 農地費 担当 建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

地方債 その他 一般財源

01 農地環境整備事業費 (21,000) 25,700
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【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　12,162

【事業概要】

【主な経費】

継続 鳥獣専門員報酬　3,816

継続 鳥獣捕獲謝　3,436

継続 鳥獣駆除委託料　900

継続 農作物等獣被害防止対策事業補助金　1,900

款 6 項 2 目 2
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【主な財源】

継続 まちづくり基金繰入金　1,500

【事業概要】

【主な経費】

継続 簡易作業路開設及び修繕事業補助金　800

継続 高津川流域木材を生かした家具・建具づくり支援事業費補助金　500

継続 高津川流域産木材活用促進事業費補助金　1,000

新規 森林・山村多面的機能発揮対策事業負担金　380

・鳥獣専門知識、技術を有する専門員を配置し、集落ごとの状況に応じた対策等が提案できる体制
づくりを目指します。

農林水産業費 林業費 林業振興費

林業振興総務費 5,469

01 林業振興総務費 ー 1,500 3,969

・森林資源の活用を推進し、林業・木材産業等の成長産業化と地域の活性化を図るための経費が計
上されています。

担当 産業課

地方債 その他

農林水産業費 林業費 林業総務費 担当 産業課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

鳥獣被害対策費 12,162
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 鳥獣被害対策費 (11,586) 12,162

県
（補助率）

一般財源

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）
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【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ソフト）　12,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 地域商業等支援事業費補助金　4,000

継続 創業チャレンジ支援事業補助金　2,200

継続 住宅改修促進事業補助金　7,000

款 7 項 1 目 2
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【主な財源】

継続 石見観光振興協議会助成金　50

【事業概要】

【主な経費】

継続 観光素材活用対策広告料　2,700

継続 しまねふるさとフェア事業負担金　800

継続 観光協会補助金

継続 陰陽神楽競演大会補助金　160

・商業機能の維持・向上などに取り組む町内事業者を支援することで、地域経済の活性化及び買い
物環境の維持・改善を図ります。また、地域の産業育成及び商工振興を図るため、創業経費又は創
業支援経費の一部を補助します。

商工費 商工費 商工振興費 担当 産業課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

商工振興総務費 41,562
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 商工振興総務費 (11,919) 12,000 6,645 14,856

商工費 商工費 商工費 担当 企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

・各観光体験メニューの造成やイベントなどを通じて吉賀町の魅力を発信し、吉賀町ファンの拡大
を図ります。
・中山間地域の特性を生かした観光素材を調査、発掘し、吉賀町らしい交流の取組みを実施しま
す。

観光振興対策費 9,532
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 観光振興対策費 (14,473) 7,389 2,143
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【事業概要】

【主な経費】

継続 施設修繕料　2,760

継続 指定管理料　12,232
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【主な財源】

新規 ふるさと創生基金繰入金　5,370

【事業概要】

【主な経費】

継続 施設修繕料　500

継続 指定管理料　13,978

新規 遊具設置工事費　5,370

・公園施設（水源会館､水源公園､深谷公園､みろく公園等）、交流施設（長瀬自然公園､ゴギの郷､
仙人の掌等）に要する経常的な経費を計上しています。
・正国公園に遊具を増設します。

・むいかいち温泉ゆ・ら・らに要する経常的な経費を計上しています。

商工費 商工費 商工費

観光施設管理費 25,815
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債

01 観光施設管理費 (14,667) 5,370 20,445

事業費
(前年度)

(18,726) 18,026

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

商工費 商工費 担当商工費 企画課

健康増進交流促進
施設管理費

18,026
国庫

（補助率）

一般財源その他

財　　源　　内　　訳

01
健康増進交流促進
施設管理費

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源

事　業　名

担当 企画課
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【主な財源】

継続 電気自動車用急速充電器使用料　66

【事業概要】

【主な経費】

継続 道の駅かきのきむら施設管理委託料　2,952

継続 ＥＶスタンド機器保守料　465

継続 道の駅むいかいち温泉管理費補助金　1,960

継続 全国道の駅連絡会負担金　40
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【事業概要】

【主な経費】

新規 墨田区マルシェ事業委託料　1,188

継続 東京スカイツリー入館料補助　360

継続 萩・石見空港利用促進事業補助金　1,200

・東京スカイツリーが一望できる隅田川沿いでの産直市「THE GREENMARKET SUMIDA」へ参加
し、地域の食文化など吉賀町をＰＲします。
・萩・石見空港の利用促進を目的として、町民が萩・石見空港を離発着する航空機を利用した場
合、その運賃の一部を補助します。

・道の駅は「休憩機能」「情報発信機能」「地域連携機能」の３つの機能を併せ持つ「地域ととも
につくる個性豊かなにぎわいの場」を基本コンセプトにする施設です。町内２施設の道の駅（かき
のきむら、むいかいち温泉）に要する経常的な経費を計上しています。

商工費 商工費 都市農村交流費 担当 企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

墨田区等交流事業費 3,391
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債

3,391

商工費 商工費 都市農村交流費 担当 企画課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

道の駅管理費 6,530
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他

01 道の駅管理費 (6,375) 66 6,464

墨田区等交流事業費 (2,228)

一般財源

その他 一般財源

01
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【主な財源】

継続 合併特例事業債　52,000

【事業概要】

【主な経費】

新規 ＵＢＥビエンナーレ吉賀町賞　200

継続 設計監理業務委託料　432

新規 彫刻基礎工事費　432

継続 彫刻等購入費　4,716
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【主な財源】

継続 地籍調査事業補助金　25,470

【事業概要】

【主な経費】

継続 登記事務嘱託報酬　3,698

継続 現地用消耗品代等経費　1,489

継続 測量業務委託料　31,248

商工費 商工費 都市農村交流費

「彫刻の道」整備
事業費

55,410

01
「彫刻の道」整備
事業費

(24,455) 52,000 3,410

その他 一般財源地方債

担当 企画課

事　業　名

国庫
（補助率）

県
（補助率）

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

15,423
1/2

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地籍調査事業費 40,893
国庫

（補助率）
県

（補助率）

地籍調査事業費 (49,324)
16,980 8,490

土木費 土木管理費 土木対策費 担当 税務住民課

事　業　名

01

・町が主体となって、一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、境界の位置と面積を測量す
る調査です。

地方債 その他 一般財源

1/4

・名誉町民の澄川喜一氏が大会実行委員長を努めているＵＢＥビエンナーレに吉賀町長賞を設け、
受賞者の作品を「彫刻の道」へ設置します。また、「彫刻の道」を拡充し、整備にあたって同氏に
監修を委託します。
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【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　32,175

【事業概要】

【主な経費】

新規 橋梁アセットマネジメントシステム管理委託料　177

新規 橋梁点検委託料　1,500

継続 橋梁補修工事　55,350
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【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ハード）　140,700

【事業概要】

【主な経費】

拡大 改良工事費　64,158

拡大 舗装工事費　31,859

新規 公有財産購入費　60

担当 建設水道課

一般財源

事　業　名
事業費
(前年度)

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他

01
道路新設改良単独

事業費

橋梁維持管理費

・橋梁の計画的な維持管理と長寿命化の推進を図ります。

土木費 道路橋梁費
道路橋梁新設
改良費

財　　源　　内　　訳

道路新設改良単独
事業費

141,600

01 橋梁維持管理費 (70,000)
32,175

24,965
70%

道路橋梁費 道路橋梁維持費 担当 建設水道課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

57,140
国庫

（補助率）

—

・地域産業や通勤通学などの日常生活を支えるため、公共性、必要性などを勘案し、町道について
整備工事を行います。

140,700 900

土木費

県
（補助率）

地方債 その他 一般財源
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【主な財源】

新規 社会資本整備総合交付金　7,150

【事業概要】

【主な経費】

新規 舗装工事費　11,000

款 8 項 5 目 1
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【主な財源】

継続 町営住宅使用料　10,382

継続 滞納繰越分町営住宅使用料　2,253

継続 社会資本整備総合交付金　7,705

【事業概要】

【主な経費】

新規 非常勤職員報酬　2,932

継続 維持補修工事費　8,884

国庫
（補助率）

県
（補助率）

一般財源

7,150

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債 その他

建設水道課

事　業　名

その他 一般財源

01 住宅管理費 (19,155)
7,705

・町営住宅の管理に要する経費を計上しています。

12,635
1/2

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

担当

地方債

土木費 住宅費 住宅管理費 担当 税務住民課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

住宅管理費 20,340

・町道元町丸町線の薄層舗装を行います。

土木費 道路橋梁費
道路橋梁新設
改良費

元町丸町線改良事業 11,000

01 元町丸町線改良事業 ー 3,850
70%
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【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　48,649

新規 公営住宅整備事業債　60,400

【事業概要】

【主な経費】

継続 設計業務委託料　6,500

新規 建設工事費　95,000

新規 沢田団地内電柱等移転補償費　5,673
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【主な財源】

継続 過疎対策事業債（ハード）　7,600

【事業概要】

【主な経費】

継続 通常分負担金　160,724

継続 設備整備負担金　7,625

7,600 160,749

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

団体負担金 168,349
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 団体負担金 (169,809)

消防費 消防費 常備消防費 担当 総務課

・益田地区広域市町村圏事務組合の通常分負担金です。
・益田地区広域市町村圏事務組合設備整備事業（救急車購入）に伴う負担金です。

・沢田団地の整備事業を行います。

一般財源

01
公営住宅等
整備事業費

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

税務住民課

公営住宅等
整備事業費

109,130
国庫

（補助率）
県

（補助率）

(108,460)
48,649

土木費 住宅費 住宅建設費 担当

60,400 81
1/2

地方債 その他
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【事業概要】

【主な経費】

継続 消防団員報酬　8,501

継続 出動費用弁償等　10,682

継続 防火クラブ運営補助金　160

款 9 項 1 目 2
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【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ハード）　5,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 光熱水費　2,060

継続 修繕費　800

新規 立河内消防車庫建設・解体工事費　5,000

01 消防施設管理費 (20,748) 5,000 3,880

・防災センター等にかかる経費を計上しています。
・立河内消防車庫の建設及び解体工事を行います。

地方債 その他 一般財源

01 消防団費

その他

担当 総務課消防費 消防費 非常備消防費

消防団費 5,025

財　　源　　内　　訳事　業　名
事業費
(前年度)

(5,025) 5,025

国庫
（補助率）

一般財源

・地域における消防防災のリーダーとして、平常時・非常時を問わずその地域に密着し、住民の安
心と安全を守るという重要な役割を担います。
・消防出初式、消防操法大会等の経費を計上しています。

消防費 消防費 非常備消防費 担当 総務課

県
（補助率）

地方債

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

消防施設管理費 8,880
国庫

（補助率）
県

（補助率）
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【主な財源】

継続 石油貯蔵施設立地対策等補助金　3,529

継続 過疎対策事業債（ハード）　5,200

【事業概要】

【主な経費】

継続 小型動力ポンプ積載車両購入費　8,718
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【事業概要】

【主な経費】

継続 防災資機材整備事業補助金　2,413

継続 自主防災組織活動事業補助金　453

新規 防災士資格取得補助金　198

新規 防災士連絡会運営補助金　100

・防災資機材の整備や防災訓練の実施、研修会の開催・参加といった自主防災組織の活動に対し補
助を行うとともに、地域における自主防災組織の組織化を進め、過疎地の防災対策や集落の維持・
活性化を図ります。
・地域において自発的意思に基づく互助、協働のリーダーとなる存在である防災士の育成を推進し
ます。

・蔵木地区の消防活動強化のため、第　分団（田野原）の小型動力ポンプ付積載車両を更新しま
す。

消防費 消防費 災害対策費

災害対策費 3,429
県

（補助率）
地方債 その他

01 災害対策費 (6,390) 3,429

地方債 その他 一般財源

01 消防車両整備事業 (9,189)
3,529

5,200 96
定額

国庫
（補助率）

一般財源

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

担当 総務課

消防費 消防費 非常備消防費 担当 総務課

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

消防車両整備事業 8,825
国庫

（補助率）
県

（補助率）



款 9 項 1 目 3

025

【主な財源】

継続 社会資本整備総合交付金　890

【事業概要】

【主な経費】

継続 木造住宅耐震化等促進事業費補助金　1,780

款 10 項 1 目 2

077

【事業概要】

【主な経費】

継続 小学校修学旅行補助金　398

継続 中学校修学旅行補助金　652

継続 学校教育研修会補助金　425

教育費 教育総務費 事務局費 担当 教育委員会

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

学校教育振興事業費 6,562
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01 学校教育振興事業費 (5,674) 6,562

・小学校・中学校の体育活動及び小学校・中学校の社会学習に要する経費を補助します。

890
1/2

01 (1,780)
890

消防費 消防費 災害対策費 担当 総務課

木造住宅耐震化等
促進事業費

・建築物耐震改修促進計画に基づき、木造住宅の耐震改修等に要する費用の一部を補助します。

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

木造住宅耐震化等
促進事業費

1,780
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源



款 10 項 1 目 2

083

【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ソフト）　4,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 サクラマスプロジェクト協議会委員報酬　152

継続 サクラマスプロジェクト地域会議補助金　2,935

新規 子どもと先生夢ゆめ交付金　1,500

款 10 項 1 目 2

084

【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ソフト）　8,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 学習支援コーディネーター報酬　7,433

・Ⅰ豊かな学び・体験の充実、Ⅱ子どもの地域活動の充実、Ⅲ地域の教育力の充実、を柱に推進協
議会を設置し、プロジェクトの推進を図ります。
・子どもたちに夢と自身を持たせ、やる気や学ぶ意欲を引き出すために学校が創意工夫して取り組
む特色ある教育活動を支援します。

教育費 教育総務費 事務局費

学習支援「よしか塾」
事業費

8,822

01
学習支援「よしか塾」

事業費
(7,439) 8,000 822

・学習意欲の向上を目的に、学校外での学習習慣の定着及び学習環境の充実を目標に事業を行いま
す。

担当 教育委員会

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

県
（補助率）

サクラマスプロジェクト
事業費

4,787
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
サクラマスプロジェクト

事業費
(3,287) 4,000 787

その他 一般財源

教育費 教育総務費 事務局費 担当 教育委員会

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

地方債



款 10 項 1 目 5

072

【主な財源】

新規 まちづくり基金繰入金　22,600千円

【事業概要】

【主な経費】

継続 除雪委託料　266

継続 学校給食会運営補助金　29,970

款 10 項 4 目 1

002

【主な財源】

新規 過疎対策事業債（ソフト）　1,400

継続 協働のまちづくり事業助成金　2,000

【事業概要】

【主な経費】

継続 文化振興事業費補助金　2,000

継続 派遣社会教育主事負担金　1,970

教育費 社会教育費 社会教育総務費

社会福祉総務費 9,453

01 社会福祉総務費 ー 1,400 2,000 6,053

・派遣社会教育主事を配置し、家庭、学校及び地域連携協力した社会教育事業の推進、島根の地域
の特性を生かした「ふるさと教育」の推進、地域社会における人づくり、地域づくりの推進を図り
ます。

26,016

・小中学校給食費の無償化を行い、子育て世帯の経済的支援を行います。

教育費 教育総務費 学校給食費

事業費
(前年度)

一般財源

担当 教育委員会

地方債 その他

学校給食総務費 48,616

01 学校給食総務費 ー

事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

国庫
（補助率）

財　　源　　内　　訳

22,600

事　業　名

県
（補助率）

担当 教育委員会

その他 一般財源

事　業　名

国庫
（補助率）

県
（補助率）

地方債



款 10 項 4 目 1

024

【主な財源】

新規 サクラマス交流センター使用料　7,128

新規 個人負担金　2,862

【事業概要】

【主な経費】

新規 嘱託職員報酬　15,511

新規 栄養士賃金　762

新規 賄材料費　7,000

款 10 項 5 目 1

005

【主な財源】

新規 ふるさと創生基金繰入金　43

継続 過疎対策事業債（ハード）　140,300

【事業概要】

【主な経費】

新規 町民六日市体育館等整備事業設計委託料　8,198

新規 真田グラウンド等整備事業建設工事費　132,159

・町民が健康で豊かな心身の育成に努め、社会教育推進と健康増進の役割を担う保健体育施設整備
の事業費を計上しています。

保健体育施設
整備事業費

140,357
国庫

（補助率）
県

（補助率）
地方債 その他 一般財源

01
保健体育施設
整備事業費

ー 140,300 43 14

7,128ー
サクラマス交流
センター管理費

01

一般財源その他地方債
県

（補助率）
国庫

（補助率）
31,259

サクラマス交流
センター管理費

財　　源　　内　　訳
事業費
(前年度)

事　業　名

・定住促進のための情報発信、交流拠点施設としての機能を併せ、地元住民との情報交換と、学び
の場（公営塾）、世代間交流の場としての活用します。

総務課担当社会教育総務費社会教育費教育費

21,269

事　業　名
事業費
(前年度)

財　　源　　内　　訳

教育費 保健体育費 保健体育総務費 担当 教育委員会



総　務　課

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

吉賀高校国内研修補助金 0 0 1,400 1,400

吉賀高校振興会補助金 0 0 3,500 3,500

交通安全母の会補助金 45 45 45 0

交通安全協会補助金 405 0 0 0

婦人防火クラブ運営補助金 100 100 100 0

幼年防火クラブ運営補助金 0 60 60 0

防災資機材整備事業補助金 1,971 2,413 2,413 0

自主防災組織活動事業補助金 691 453 453 0

防災士資格取得補助金 0 0 198 198

防災士連絡会運営補助金 0 0 100 100

企　画　課

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

空き家活用集落担い手確保事業補助金 5,000 5,000 11,500 6,500

ＵＩターン子育て住まい支援事業補助金 3,800 4,500 3,400 ▲ 1,100

出会い創出応援事業補助金 600 900 900 0

空き家家財等処分推進事業補助金 500 500 900 400

子育て世代住宅取得資金利子補給金 2,100 2,100 2,100 0

移住希望者来町支援事業補助金 0 700 700 0

民間賃貸住宅建設補助金 0 0 14,800 14,800

生活バス路線確保対策事業補助金 32,592 33,634 33,373 ▲ 261

CATV新規加入者助成金 2,700 2,700 2,700 0

高速情報通信基盤整備補助金 162,864 0 0 0

企業立地促進助成金 0 3,958 6,402 2,444

企業誘致視察補助金 0 350 350 0

太陽光発電導入促進事業補助金 1,700 1,700 1,700 0

木質バイオマス熱利用設備導入促進事業補助金 1,330 1,330 1,330 0

長瀬地域交通対策事業補助金 250 250 250 0

げんき地域づくり事業補助金 1,500 1,550 1,600 50

自治会活動保険補助金 901 904 901 ▲ 3

自治振興奨励金 8,087 8,087 8,037 ▲ 50

自治振興交付金 10,000 10,000 10,000 0

雇用促進及び資格取得支援助成金 0 3,000 3,000 0

観光協会補助金 9,836 8,491 3,656 ▲ 4,835

石見神楽出張上演補助金 140 140 100 ▲ 40

神楽競演大会補助金 160 160 160 0

道の駅むいかいち温泉管理費補助金 1,928 1,949 1,960 11

萩・石見空港利用促進事業補助金 600 1,200 1,200 0

東京スカイツリー入館料補助 432 432 360 ▲ 72

移住体験プログラム支援事業補助金 0 600 1,080 480

スポーツ文化交流促進事業補助金 0 400 2,000 1,600

税務住民課

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

消費者問題研究協議会補助金 100 100 100 0

木造住宅耐震化等促進事業費補助金 0 0 1,780 1,780

８．平成２９年度当初予算補助金
（単位：千円）



柿木地域振興室

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

夏まつり補助金 3,000 3,000 3,000 0

保健福祉課

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

成年後見人等支援補助金 552 552 552 0

社会福祉協議会補助金 30,972 45,125 39,181 ▲ 5,944

母子会補助金 60 60 0 ▲ 60

緊急通報装置設置費補助金 100 100 100 0

緊急通報装置維持費補助金 222 222 162 ▲ 60

老人クラブ補助金 1,260 1,260 1,260 0

社会福祉法人利用者負担軽減事業補助金 120 120 120 0

敬老会事業補助金 2,256 2,272 2,398 126

手をつなぐ育成会補助金 0 78 78 0

身体障がい者自動車改造費補助金 200 100 100 0

障がい者自立支援特別対策事業補助金 652 757 1,088 331

婚姻による新生活支援事業費補助金 0 540 540 0

住宅手当緊急特別措置事業補助金 888 888 888 0

民間保育所運営対策事業補助金 2,190 450 520 70

障がい児保育事業補助金 4,940 5,880 4,200 ▲ 1,680

地域活動事業補助金 250 250 250 0

一時保育事業補助金 2,354 3,103 3,327 224

地域子育て支援事業補助金 822 822 0 ▲ 822

病後児保育事業補助金 700 900 800 ▲ 100

延長保育事業補助金 774 543 543 0

安心こども基金事業補助金 700 700 700 0

法人保育所施設修繕費補助金 1,000 1,000 1,000 0

法人保育所備品購入費補助金 0 0 1,788 1,788

七光保育所施設修繕利子補給金 355 321 287 ▲ 34

保育士正規職員化促進補助金 0 2,400 1,200 ▲ 1,200

保育士資格助成金 0 300 225 ▲ 75

保育士確保補助金 0 400 200 ▲ 200

保育所園庭整備補助金 0 4,200 4,000 ▲ 200

子育て講座体験学習等補助金 0 400 400 0

地域医療確保緊急対策事業補助金 237,334 237,334 237,334 0

医療従事者等確保対策補助金 17,640 17,640 17,640 0

食生活改善委員会補助金 250 250 250 0

被爆者友の会補助金 40 40 0 ▲ 40

妊産婦通院補助金 3,200 3,200 3,200 0

精神障がい者家族会補助金 45 45 45 0



産　業　課

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

農業公社補助金 7,994 7,925 10,615 2,690

土づくり事業費補助金 800 650 650 0

有機ＪＡＳサポート事業補助金 100 100 100 0

みんなでつくる有機の郷事業補助金 500 500 500 0

土壌分析費補助金 50 50 50 0

経営所得安定対策事業補助金 2,805 890 950 60

農地流動化補助金 3,400 3,615 3,075 ▲ 540

需給調整円滑化推進交付金 304 285 251 ▲ 34

中山間地域等直接支払制度交付金 36,912 28,980 29,079 99

自給率向上事業補助金 2,000 2,000 2,000 0

農林水産物販売促進活動補助金 600 600 600 0

野菜等生産施設整備事業補助金 600 600 600 0

半農半Ⅹ支援事業補助金 6,480 8,760 6,360 ▲ 2,400

農業次世代人材投資資金 3,000 8,250 6,720 ▲ 1,530

担い手育成アクションサポート事業補助金 100 100 100 0

環境保全型農業直接支払交付金 6,668 6,935 6,935 0

新農林水産振興がんばる地域応援総合事業費補助金 13,650 8,050 13,345 5,295

機構集積協力金 5,080 4,000 400 ▲ 3,600

農業経営対策事業費補助金 0 0 400 400

農産加工施設整備支援事業補助金 500 500 1,500 1,000

茶業振興補助金 0 0 2,800 2,800

畜産経営維持緊急支援資金利子補給 18 16 14 ▲ 2

人工受精事業補助金 305 305 305 0

優良基礎牛導入事業補助金 450 1,350 450 ▲ 900

乳和牛削蹄事業費補助金 50 50 50 0

農地維持支払交付金 5,213 4,943 4,943 0

資源向上支払交付金（共同活動） 3,260 3,250 3,250 0

資源向上支払交付金（長寿命化活動） 5,408 5,725 3,907 ▲ 1,818

ハンター保険補助金 100 106 100 ▲ 6

農作物等獣被害防止対策事業補助金 1,500 2,060 1,900 ▲ 160

狩猟免許取得促進事業補助金 108 108 108 0

狩猟免許等更新費軽減事業補助金 150 150 150 0

鳥獣捕獲器具整備事業補助金 500 500 500 0

エポックかきのきむら経営改善支援補助金 2,500 0 0 0

森林整備地域支援事業交付金 3,200 4,000 7,700 3,700

簡易作業路開設及び修繕事業補助金 1,200 1,800 800 ▲ 1,000

高津川流域市町村利用間伐推進事業補助金 750 0 0 0

高津川流域産木材活用促進事業費補助金 1,000 1,000 1,000 0

高津川流域木材を生かした家具・建具づくり支援事業費補助金 500 500 500 0

森林・山村多面的機能発揮対策事業負担金 0 0 380 380

木の駅プロジェクト事業推進費補助金 0 1,059 1,350 291

きのこの里づくり事業費補助金 0 0 6,043 6,043

商工会補助金 8,182 7,624 9,701 2,077

認定職業訓練事業補助金 257 385 250 ▲ 135

中小企業育成資金利子補給金 1,016 1,020 928 ▲ 92

緊急信用保証料補給金 1,000 1,000 1,000 0

産業活性化支援事業補助金 500 500 590 90

産業創出都市連携事業補助金 280 280 280 0

小規模事業者経営改善資金利子補給金 500 399 286 ▲ 113



産　業　課

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

中小企業設備貸与制度保証金補助金 600 600 400 ▲ 200

小規模店舗連携活動支援事業補助金 1,020 6,960 6,900 ▲ 60

住宅改修促進事業補助金 8,000 8,000 7,000 ▲ 1,000

地域産業人材育成事業費補助金 1,407 1,508 1,508 0

地域商業等支援事業補助金 2,200 6,200 4,000 ▲ 2,200

創業チャレンジ支援事業補助金 0 2,200 2,200 0

建設水道課

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

浄化槽維持管理費補助金 13,774 13,384 13,746 362

個別合併処理浄化槽設置費補助金 4,968 4,968 4,968 0

農地農業用施設整備事業補助金 2,000 2,000 2,000 0

農地有効利用支援整備事業補助金 198 313 1,672 1,359

県単農地集積促進事業補助金 0 7,930 7,301 ▲ 629

土地改良区補助金 7,741 8,610 8,228 ▲ 382

木造住宅耐震化等促進事業費補助金 1,780 1,780 0 ▲ 1,780

教育委員会

補　助　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

特別支援学級活動補助金 457 395 381 ▲ 14

小学校体育連盟補助金 360 223 297 74

中学校体育大会出場補助金 4,896 3,295 4,409 1,114

小学校修学旅行補助金 342 510 398 ▲ 112

中学校修学旅行補助金 834 734 652 ▲ 82

学校教育研究会補助金 537 517 425 ▲ 92

サクラマスプロジェクト地域会議補助金 2,935 2,935 2,935 0

子どもと先生夢ゆめ交付金 0 0 1,500 1,500

吉賀高校通学費補助金 960 0 0 0

吉賀高校国内研修補助金 1,400 1,400 0 ▲ 1,400

吉賀高校振興会補助金 13,215 4,000 0 ▲ 4,000

学校給食会運営補助金 7,005 31,158 29,970 ▲ 1,188

吉賀地区同和教育連絡会補助金 100 350 350 0

青少年健全育成協議会補助金 285 285 285 0

子ども会補助金 150 130 130 0

連合婦人会補助金 946 946 946 0

文化振興事業費補助金 0 2,000 2,000 0

各種スポーツ等補助金 945 955 953 ▲ 2

体育協会補助金 3,000 3,000 3,000 0

夢花マラソン補助金 2,500 1,500 1,800 300



議会事務局

負　担　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

島根県町村議会議長会 1,620 1,622 1,628 6

鹿足郡町村議会議長会負担金 205 205 205 0

島根県町村監査委員協議会負担金 30 30 30 0

総　務　課

負　担　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

島根県市町村総合事務組合経常負担金 348 348 341 ▲ 7

島根県市町村総合事務組合公務災害認定審査負担金 14 14 14 0

津和野地区安全運転管理者協会負担金 61 61 61 0

鹿足町村会負担金 241 241 286 45

平和首長会議会費 2 2 20 18

教育再生首長会議会費 10 0 0 0

浜田高等学校定時制・通信制支援協議会負担金 20 20 20 0

外部システム利用負担金 4,417 4,417 1,302 ▲ 3,115

地方公共団体情報システム負担金 45 45 45 0

しまねセキュリティクラウド利用負担金 0 0 2,791 2,791

しまね電子申請サービス負担金 96 96 96 0

島根県電子調達システム負担金 171 171 164 ▲ 7

石見法律相談センター負担金 46 51 45 ▲ 6

鹿足郡防犯連合会負担金 400 390 380 ▲ 10

鹿足郡交通安全協会負担金 0 603 654 51

益田地区広域市町村圏事務組合負担金 154,584 165,225 160,724 ▲ 4,501

益田地区広域市町村圏事務組合設備整備負担金 60,167 4,584 7,625 3,041

島根県防災システム管理運営協議会負担金 0 180 0 ▲ 180

島根県消防協会負担金 110 110 109 ▲ 1

島根県防災システム管理運営負担金 15,088 7,685 865 ▲ 6,820

企　画　課

負　担　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

生活バス路線確保対策事業負担金 2,416 2,168 2,229 61

益田地区広域市町村圏事務組合負担金 4,223 3,851 4,003 152

鹿足郡事務組合負担金 11,328 14,487 14,741 254

島根県過疎地域対策協議会負担金 94 133 173 40

島根県企業誘致対策協議会負担金 57 55 86 31

山口線利用促進協議会負担金 24 24 24 0

島根県鉄道整備連絡調整協議会負担金 3 3 3 0

萩・石見空港利用拡大促進協議会負担金 2,234 1,319 2,414 1,095

島根県立大学支援協議会負担金 3 3 3 0

吉賀町交流・定住推進協議会負担金 50 50 50 0

益田鹿足雇用推進協議会負担金 13 13 13 0

島根県西部勤労者共済会負担金 427 427 426 ▲ 1

しまねふるさとフェア事業負担金 800 800 800 0

島根県観光連盟負担金 133 133 119 ▲ 14

島根県自然公園協会負担金 23 23 23 0

岩国益田観光連絡協議会負担金 101 101 101 0

石見観光振興協議会負担金 49 48 48 0

中国道の駅連絡会負担金 80 80 80 0

全国道の駅連絡会負担金 0 40 40 0

浄化槽利用負担金 1,275 1,275 1,275 0

９．平成２９年度当初予算負担金
（単位：千円）



税務住民課

負　担　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

島根県国土調査協会負担金 42 36 30 ▲ 6

全国国土調査協会負担金 79 62 53 ▲ 9

資産評価システム研究センター負担金 30 30 30 0

地方税電子化協議会負担金 99 101 107 6

租税教育推進協議会負担金 5 5 5 0

島根県戸籍事務協議会負担金 9 9 9 0

益田人権擁護委員協議会負担金 47 47 199 152

部落解放同盟島根県連合会石西支部負担金 152 152 0 ▲ 152

鹿足郡不燃物処理組合負担金 81,107 84,185 77,255 ▲ 6,930

益田地区広域市町村圏事務組合負担金 50,854 50,864 50,155 ▲ 709

鹿足郡事務組合 32,280 29,770 30,249 479

島根県住宅供給公社使用料負担金 0 240 640 400

保健福祉課

負　担　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

益田鹿足成年後見センター会費 20 20 20 0

民生児童委員協議会負担金 428 948 428 ▲ 520

鹿足郡養護老人ホーム組合負担金 27,613 14,700 13,200 ▲ 1,500

益田鹿足地方入所判定運営協議会負担金 80 80 80 0

島根県ろうあ者大会実行委員会負担金 25 0 0 0

保険者ネットワーク管理運用負担金 0 0 21 21

益田広域審査会負担金 288 197 198 1

研修等負担金 10 10 10 0

つどいの広場全国連絡協議会負担金 8 8 8 0

島根県保育協議会負担金 14 14 14 0

鹿足保育研究会負担金 19 19 19 0

第二次救急医療負担金 5,827 5,827 5,818 ▲ 9

島根県食品衛生協会益田支所負担金 67 59 59 0

産科医等確保支援事業負担金 134 114 66 ▲ 48

周産期医療維持・継続等支援負担金 150 170 100 ▲ 70

精神障がい者通院支援負担金 628 628 628 0

産　業　課

負　担　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

島根県農業会議負担金 191 191 179 ▲ 12

益田地域農業委員会協議会負担金 74 27 74 47

島根県市町村農林水産業振興対策協議会負担金 29 29 29 0

島根西部農業後継者育成確保連絡協議会負担金 66 66 66 0

石西地域農林振興協議会負担金 141 141 141 0

全国市町村農林水産業振興対策協議会負担金 35 35 35 0

農業公社会費 600 600 600 0

全国棚田協議会負担金 30 30 30 0

環境王国連絡協議会負担金 44 44 44 0

石西地区農業共済組合負担金 64 62 63 1

島根県緑化推進委員会負担金 68 68 68 0

高津川流域林業活性化センター負担金 110 110 110 0

鹿足郡猟友会負担金 25 0 0 0

全国森林環境税創設促進連盟負担金 20 20 20 0

島根県公社造林推進協議会負担金 71 81 66 ▲ 15

高津川漁業振興協議会負担金 293 293 299 6



建設水道課

負　担　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

島根県浄化槽普及管理センター負担金 3 4 4 0

県単調査費負担金 500 1,250 1,250 0

島根県農業農村整備推進協議会負担金 60 61 37 ▲ 24

島根県土地改良連合会負担金 286 284 282 ▲ 2

朝倉地区圃場排水路負担金 104 104 104 0

注連川地区圃場排水路負担金 154 154 154 0

島根県森林協会負担金 268 39 268 229

林道研究会負担金 3 3 3 0

治山研究会負担金 3 3 3 0

急傾斜地崩壊対策事業負担金 0 1,000 2,500 1,500

島根県土木協会負担金 302 192 219 27

鹿足土木協会負担金 191 171 159 ▲ 12

全国治水砂防協会島根県支部負担金 106 46 5 ▲ 41

中国国道協会負担金 30 30 30 0

吉賀匹見線期成同盟会負担金 50 50 50 0

山陰自動車道整備促進期成同盟会負担金 16 16 16 0

浜田市津和野町間幹線道路整備推進協議会負担金 10 10 10 0

高津川水系治水砂防期成同盟会負担金 117 76 116 40

建設技術協会負担金 7 7 7 0

島根県公共工事積算共同利用システム運営協議会負担金 266 247 433 186

下水道受益者負担金 800 800 1,000 200

教育委員会

負　担　金　名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 前年比

発電関係市町村全国協議会負担金 10 10 10 0

島根県市町村教育委員連合会負担金 16 11 11 0

益田鹿足市町教育委員連合会負担金 68 43 68 25

島根県市町村教育委員会教育長会負担金 26 26 26 0

鹿足郡学校保健会負担金 33 33 33 0

鹿足郡特別支援教育育成会負担金 41 32 32 0

益田地区教科書用図書採択協議会負担金 88 0 26 26

島根県学校医部会負担金 30 30 30 0

少年の主張鹿足郡大会負担金 19 19 19 0

鹿足郡小学校長会負担金 204 204 204 0

鹿足郡中学校長会負担金 180 191 182 ▲ 9

鹿足郡学校教育研究会負担金 240 226 228 2

鹿足郡中学校体育連盟負担金 95 166 108 ▲ 58

鹿足郡小中学校結核対策協議会負担金 18 18 18 0

島根県学力調査負担金 178 166 270 104

派遣指導主事負担金 1,944 1,967 1,970 3

学校栄養士会負担金 42 42 42 0

島根県同和教育推進協議会連合会負担金 11 11 10 ▲ 1

島根県社会教育委員連絡協議会負担金 10 10 9 ▲ 1

島根県子ども会連合会負担金 6 6 6 0

派遣社会教育主事負担金 1,944 1,967 1,970 3

鹿足郡ＰＴＡ連合会負担金 38 38 38 0

芸術文化とふれあう協議会負担金 137 137 134 ▲ 3

いのち・愛・人権展益田・鹿足実行委員会負担金 0 77 0 ▲ 77

街灯組合負担金 2 2 2 0

島根県公民館連絡協議会負担金 15 15 15 0

益田鹿足公民館協議会負担金 20 20 20 0

島根県公共図書館協議会負担金 7 7 7 0

島根県スポーツ推進委員協議会負担金 16 16 16 0

益田地区スポーツ推進委員協議会負担金 12 12 0 ▲ 12

鹿足郡体育協会負担金 263 263 275 12
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